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第１章 政務活動費の概要

１ 制度の目的

平成１２年４月の地方分権一括法施行以降、地方公共団体の自己決定権、自己責任が増大する

中で、地方議会が担う役割は、ますます重要なものとなっています。

このような中にあって、多様化する社会情勢や市民ニーズに的確に対応し、地方議会の活性化

を図るためには、その審査能力を強化し、議会機能を充実していくことが必要不可欠であり、地

方議員の調査活動基盤の充実強化を図る観点から、地方自治法（以下「法」という。）の一部改

正によって、政務調査費の交付制度が設けられました。

平成２４年９月には法の一部改正によって、政務調査費が政務活動費に改められ、調査研究そ

の他の活動を対象とすることができるようになりました。

２ 政務活動費とは

政務活動費は、法第１００条第１４項～第１６項及び宮崎市議会政務活動費の交付に関する条

例（以下「条例」という。）の規定に基づき、宮崎市議会における会派（所属議員が１人の場合

を含む。以下「会派」という。）に交付されるものです（条例第１条、第２条）。

使途については、「別表に定める政務活動に要する経費に充てることができる」と規定してお

り（条例第５条）、これに沿って適切に充当することとなります。

また、改正自治法の運用にあたり自治省（当時）行政局行政課長名で、「政務調査費の額を定

めるにあたっては、特別職報酬等審議会等の第三者機関の意見を聞くなど、住民の批判を招くこ

とがないよう配慮し、収支報告書等の書類は情報公開や閲覧の対象とするなど、透明性の確保に

十分意を用いることなどを留意すべきこと。」と通知しています（平成１２年５月３１日自治省

行第３２号都道府県総務部長・同議会事務局長宛）。

さらに、平成２４年９月に追加された法第１００条第１６項において特に、「議長はその使途

の透明性の確保に努める」と規定されました。議員活動の活性化と併せて、より一層の説明責任

を果たすことが求められています。

地方分権一括法の施行

地方分権改革の柱として、平成１１年７月の国会において、４７５本の法律改正案として可決成立。主な

目的は、住民にとって身近な行政はできる限り地方が行い、国は地方公共団体の自主性と自立性を十分確保

することとして平成１２年４月１日から施行。

地方自治法の一部改正（平成１２年度）

地方分権一括法の施行に伴い、地方自治法の一部を改正する法律（法第１００条第１２項及び第１３項を

追加）が平成１２年５月２４日に成立、同月３１日に公布され、翌年４月１日から施行。これにより議員の

活動基盤の充実のため「条例の定めるところにより、政務調査費を交付することができる。」こととなった。

地方自治法の一部改正（平成２４年度）

地方自治法の一部を改正する法律（法第１００条第１６項を追加など）が平成２４年８月２９日に成立、

９月５日に公布され、翌年３月１日から施行。政務調査費の名称を政務活動費に改め、「調査研究その他の

活動」に充てることができることとし、その範囲は条例で定めることとなった。また、併せて、議長は「使

途の透明性の確保に努める」こととされた。



＜政務活動費の支出対象イメージ＞

◆政務活動は、議員活動のうち調査研究、研修、広報、広聴、市民相談、要請、陳情、各種会議へ

の参加等、市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他市民福祉の増進を図

るために必要な活動のことです。

（参考）政務活動費からの支出に該当しないもの

３ 政務活動費交付の根拠となる法律、条例等

※ 地方自治法（第１００条第１４項～第１６項）

※ 宮崎市議会政務活動費の交付に関する条例

※ 宮崎市議会政務活動費の交付に関する条例施行規則（以下「規則」いう。）

※ 宮崎市議会政務活動費の交付事務取扱要綱（以下「要綱」という。）

会派・議員としての活動

・議会活動に係る調査

・議会活動に係る資料作成

・会派による報告会 等

費用弁償 その他

議会活動

・本会議への出席

・委員会への出席

・議員派遣 等

政党活動

選挙活動

後援会活動

私人としての活動



４ 政務活動費の交付制度の概要

条例に基づく宮崎市議会政務活動費の交付制度の概要は、次のとおりです。

項 目 内 容

交 付 対 象 宮崎市議会における会派に交付（所属議員が１人の場合を含む。）

（条例第２条）

交 付 の 額 政務活動費を交付する日の属する月の初日における会派所属議員数に月額

８万円を乗じて得た額を交付（条例第３条）

《所属議員の増減・解散の場合の調整》

増加：増加の翌月末までに、既に交付した額との差額を交付（条例第４条第１項）

減少：減少の翌月末までに、既に交付した額との差額を返還（条例第４条第２項）

解散：解散の翌月（解散の日が月の初日の場合は当月）以後の月に係る分を解散の

日から１０日以内に返還（条例第４条第３項）

交 付 の 方 法 ・４月交付（４月から９月までに係る分）

・１０月交付（１０月から翌年３月までに係る分） （条例第３条第２項）

交付は、会派の出納責任者名義で宮崎銀行宮崎市役所出張所に開設する政務

活動費専用の無利息預金口座に振り込む（要綱第６条）

（改選年度の交付）

・４月交付（４月分）

・５月交付（５月から９月までに係る分）

・１０月交付（１０月から翌年３月までに係る分）

経 費 の 範 囲 条例別表に定める政務活動に要する経費に充てることができる（条例第５

条）

（詳細については、第２章で説明）

収 支 報 告 書 等 ① 出納責任者は、政務活動費を支出した場合は領収書を添付した証拠書類

を区分ごとに整理し、会派の代表者は収支報告書及び領収書等の証拠書類

（以下「報告書等」という。）を４月３０日までに議長に提出しなければ

ならない（条例第７条第１項、規則第５条第２項）。

② 改選年度の４月交付分については、５月３１日までに報告書等を提出し

なければならない（条例第７条第２項）。

③ 会派が解散したときは、当該会派の代表者であった者は、解散した日か

ら１０日以内に報告書等を提出しなければならない（条例第７条第３項）。

透 明 性 の 確 保 議長は、必要に応じ調査を行う等、政務活動費の適正な運用を期するととも

に、使途の透明性の確保に努める。（条例第８条）

政務活動費の返還 市長は、一の年度において、会派に交付した政務活動費に残余があるときは、

返還を命ずることができる（条例第９条）。

報告書等の保存 議長は、提出された報告書等をその提出期限の日から起算して５年を経過す

る日まで保存しなければならない（条例第１０条）。

報告書等の閲覧 市民は、議長に対し、報告書等の閲覧を請求することができる（条例第１０

条第２項、規則第６条）



第２章 政務活動費の使途基準

１ 政務活動費の使途基準と留意点

政務活動費の支出にあたっては、条例、規則や要綱等に基づき、適正に取り扱う必要があります。

支出が適正に出来るよう政務活動費の区分毎の使途基準と留意点について説明いたします。

政務活動費使途基準（条例第５条、要綱第３条、第4条）

区 分 使 途 留 意 点

調査研究費 (1) 会派が研究会若しくは研修会を開催し、

又は会派に所属する議員が他の団体の開催

する研究会若しくは研修会に参加するため

に必要な経費

(2) 会派が先進地調査又は現地調査を行うた

めに必要な経費

(会場費、講師謝金、出席者負担金・会費、交

通費、旅費、宿泊費、資料代等)

・市内間のタクシー利用は不可。

・交通費は宮崎市旅費支給条例に基づき算定した額を上

限とする。

・やむを得ない理由（理由を明記）によるキャンセル料

は支出可。

・宿泊費及び日当は、宮崎市旅費支給条例で定める額と

し、運賃等は最も経済的な運賃（パック商品等）を利

用。

・行政視察は事務局を通じて相手方に依頼するため、3

週間前までに「行政視察計画書」を提出。

・調査旅費は交付額の7割以内。

・海外視察は年1回を限度。

・視察、研修会等の報告書は、終了後速やかに作成する。

・調査旅費で発生するマイレージを私用のマイレージカ

ードに登録したり、私的に利用しない。

事 務 費 会派が行う活動に要する資料を作成するため

に必要な経費

(印刷製本費、翻訳料、事務機器購入費、リー

ス代、消耗品費、備品維持管理費、調査委託

費、文書通信費等)

・３万円以上の備品は備品台帳で適正に管理する。

・備品類は原則会派室で管理し、通信費は会派室内で必

要なものに限る。

・備品維持管理費として、修繕料の支出可。

・備品等の廃棄にかかる費用については支出可。ただし、

廃棄の時期、方法については会派代表者の責任におい

て適正に行う。

・リース（パソコン等）期間は議員任期期間内とする。

・物品等購入に際し、会員証提示等によるポイントの付

与は行わない。（ただし、自動的に付与される場合は除

く）

・購入物の支出は納品年度内で行う。ただし、通信費等

の継続して使用するもので、月締めによる請求があっ

た場合は、請求日または納入期日の属する年度で支出

が可能。

・新聞記事等の利用料金など、調査研究結果を掲載する

ための議会用パネル作成にかかる費用については支

出可。



２ 政務活動費の充当が不適当な経費（参考事例）

（１）議員個人の私的目的のために使用する経費（要綱第４条第２項第１号）

・観光などの私的用務による旅行

・議員個人の私的目的のために使用する経費（議員個人の生活費等）

（２）慶弔費その他の交際費（要綱第４条第２項第２号）

・慶弔餞別費等（病気見舞い、香典、祝金、餞別、寸志、中元、歳暮等の費用、慶弔電報、年

賀状の購入や印刷等の経費等）

・冠婚葬祭の出席に伴う経費（葬儀、祝賀会、結婚式、祭 等）

・宗教活動経費（檀家総代会、報恩講、宮参り等）

（３）会派の会費、党費その他政党活動に関する経費（要綱第４条第２項第３号）

・会派の会費

・党大会賛助会費、参加費、政党活動経費

・政党の広報紙・パンフレット・ビラ等の印刷費や発送料

（４）親睦会、レクリエーション等のための経費（要綱第４条第２項第４号）

・親睦会の会費や負担金、レクリエーション等のための経費

資料購入費 会派が行う活動に要する資料、図書等を購入

するために必要な経費

(図書購入費、新聞雑誌購読料等)

・３万円以上の図書は備品台帳に記載し管理する。

・図書、雑誌類は表紙のコピーを添付し、領収書に書籍

名を記載。書籍名の記載がない場合は、書籍の金額が

わかる部分の写しを添付する。

広報広聴費 (1) 会派が議会活動をし、又は市の政策に

ついて住民に広報をするために必要な

経費

(2) 会派が住民の意見、要望等を聴く会議

等を開催するために必要な経費

(広報紙・報告書印刷費、送料、会場費、茶菓

子代等)

・議会報は会派名を必ず記載。議会報を送付するための

封筒を作成する場合も、会派名を必ず記載する。

・発行前に会派内で内容等の確認を行い、会派として責

任を持って発行する。

・議会活動、市の政策の広報以外の記載（氏名や個人写

真、コーヒーブレイク的な記事など）は必要最低限に

留める。※

人 件 費 会派が行う活動を補助する者を雇用するため

に必要な経費

・原則として、賃金は宮崎市会計年度任用職員（一般事

務スポット職）の報酬日額及び通勤手当日額に相当す

る額。

・労働基準法に基づき、雇用に関する事務処理を適正に

行う。

・親族の雇用については、市民から疑念を抱かれないよ

うに慎重に扱うこと。特に配偶者を雇用することは社

会通念上極めて不適当とされている。

・政務活動費を支出して雇用している事務員を、政務活

動の補助以外の業務に従事させない。

要請・陳情活動費 会派が要請及び陳情の活動を行うために必要

な経費（会場費、交通費、旅費、宿泊費等）

・調査研究費に準じて取り扱う。

・要望、陳情内容が分かるものを添付する。



（５）後援会活動及び選挙活動のための経費（要綱第４条第２項第５号）

・後援会活動用の資料作成等に要する経費

・後援会主催の「市政報告会」等の開催に要する経費

・選挙活動用の資料作成等に要する経費

・選挙活動支援に要する経費

・議員の自己ＰＲと捉えられる広報紙の発行に要する経費

（６）自宅の新聞購読料及び固定電話通話料（要綱第４条第２項第６号）

（７）携帯電話購入費及び通話料（要綱第４条第２項第７号）

（８）ガソリン代（要綱第４条第２項第８号）

（９）昼食代及び夕食代（要綱第４条第２項第９号）

（10）市内間のタクシー利用（要綱第４条第２項第１０号）

第３章 出納事務の取り扱い

１ 収支報告書や会計帳簿等の整理保管

政務活動費の交付を受けた会派の出納責任者は、政務活動費の支出に係る領収書等の証拠書類を整

理し、収支報告書や会計帳簿を調製するとともに、会派の代表者は、それらの報告書等を期限までに

提出しなければなりません（条例第７条第１項、同第２項、同第３項）。

会派から提出された報告書等は、提出期限の日から起算して５年間を経過する日まで事務局で保存

し、その間は情報公開対象の公文書となります（条例第10条第１項、同第２項）。

２ 交付申請書等の事務手続

政務活動費の交付申請書、収支報告書の作成や記載内容に変更が生じたときの事務手続について、

説明いたします。

書類の作成及び様式等 （○規：施行規則、○要：事務取扱要綱）

書 類 名 作成者（手続のフロー） 申請・届出等の時期 様式（根拠条文）

交付申請書 (作成) (経由)

代表者 → 議長 → 市長

４月交付：４月７日

１０月交付：９月末日

○規様式第１号

（施行規則第２条）

預金通帳口座 《政務活動費専用の口座を開設》

名義 「出納責任者の名義」

銀行 「宮崎銀行宮崎市役所出張所」

※無利息預金口座とする。

（要綱第６条）

※通帳の名義を変更する場合は、本

人を確認できる証明書（運転免許証

等）を銀行窓口に提示

交付申請書記

載事項変更届

(作成) (経由)

代表者 → 議長 → 市長

○規様式第２号

（施行規則第２条第２項）

会派解散届 (作成) (経由)

代表者 → 議長 → 市長

※ただし、任期満了により会派が解散し

た場合は、届出の必要なし

○規様式第３号

（施行規則第２条第３項）

（要綱第２条）



交付の決定 (決定) (通知)

市 長 → 代表者

○規様式第４号

（施行規則第３条）

収入・支出伝

票の作成

(決定) (作成)

会派代表者→出納責任者⇒収入・支出

○要様式第１号、第２号

（要綱第７条）

実績報告書の

作成

・調査旅費等に係る実績報告書

出張者が作成（復命は詳細に報告）

・会議等に要する経費の実績報告書

出納責任者が作成

・人件費に係る実績報告書

出納責任者が作成

○要様式第３号

（要綱第８条第１項第１号）

○要様式第４号

（ 〃 第２号）

○要様式第５号

（ 〃 第３号）

報告書等の調

製及び提出

出納責任者は、区分毎に帳簿類を整理・

調製し、代表者は提出期限までに議長に

報告書等を提出しなければならない

(調製)

出納責任者

↓ (提出) (送付)

会派代表者 → 議長 → 市長

提出期限

４月３０日まで

○規様式第５号（条例第７条、施行規

則第５条）

※会派解散の場合は、解散した日から１０

日以内に提出（条例第７条第３項）

返 還 金 市長は、会派に交付した政務活動費に残

余がある場合は、返還を命じることがで

きる

（条例第９条）

報告書等の

保存

議長は、提出期限の日から起算して５年

間を経過する日まで報告書等を保存し

なければならない

（条例第１０条第１項）

改選年の４月分は

５月３１日まで



３ 事務手続きの年間フロー

月 基本的な事務手続 改選年の事務手続

４

① ７日までに交付申請書提出（○規様式第１号）

② 交付決定通知（○規様式第４号）

③ ４～９月分を月末までに交付（口座振込）

④ 出納責任者説明会

① ７日までに交付申請書提出（○規様式第１号）

② 交付決定通知（○規様式第４号）

③ ４月分を月末までに交付（口座振込）

選 挙

５

４月分の帳簿類を整理・調製し、報告書等を

５月３１日までに提出（○規様式第５号）

《改選後、会派の結成、説明会》

① 会派結成後交付申請書提出（○規様式第１号）

※施行規則に定める期限まで

② 交付決定通知（○規様式第４号）

③ ５～９月分を月末までに交付（口座振込）

④ 議員全員への説明会の実施

年

度

途

中

の

変

更

等

９ ① 月末までに交付申請書提出（○規様式第１号）
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① 交付決定通知（○規様式第４号）

② １０～３月分を月末までに交付（口座振込）

③ 使途に係る中間検査（要綱第10条 使途に関し適正な運用を期すため）

検査対象 4月から9月支出分にかかる書類

提出期限 10月末日

提出書類 出納簿、収入・支出伝票、領収書、実績報告書、備品台帳、預金通帳等

４
区分毎に帳簿類を整理・調製し、報告書等を

４月３０日までに提出（○規様式第５号）

《事務局で保管する報告書等の保存期間》

保存の起算日 （ Ｎ ）年４月３０日

（５年間保存） ※情報公開対象期間

※ホームページによる公表期間

保 存 の 期 限 （Ｎ＋５）年４月２９日

申請事項の変更：政務活動費交付申請書記載事項変更届（会派の名称・代表者・出納責任者・所属議員数

の変更）（○規様式第２号）

会 派 の 解 散：会派解散届（解散した日から１０日以内に収支報告書提出）（○規様式第３号）

《所属議員の増減・解散の場合の調整》

増加：既に交付した額と月の初日の議員数との差額を増加の翌月末までに交付（条例第４条第１項）

減少：既に交付した額と月の初日の議員数との差額を減少の翌月末までに返還（条例第４条第２項）

解散：解散の翌月（解散の日が月の初日の場合は当月）以降の月に係る分を解散の日から１０日

以内に返還（条例第４条第３項）



４ 領収書添付の義務化に伴う留意事項

政務調査費（政務活動費）の支出に対する領収書添付の義務化については、平成２０年９月定例会

で提案、議決され、施行日を翌年４月１日とし、それ以降に支出される全ての政務調査費（政務活動

費）には、領収書等の証拠書類（原本）を添付することとなりました。これにより提出された収支報

告書に添付された領収書等の証拠書類は市が保存する公文書となり、情報公開対象となります。

政務活動費で県内外等の視察を行う場合は、職員と同様に市旅費支給条例に基づき旅費を算定し、

支出することになりますが、その場合、パック商品や割引運賃等を利用するなど最も経済的な運賃の

活用をお願いします。

また、口座振替（振込）により政務活動費を支出された場合は、振込金受取書を領収書に代えるこ

とになります。

なお、領収書の金額が５万円以上の場合は、印紙の貼付と、消印が必要です。印紙の額や添付の要・

不要は、印紙税法を確認ください。

運賃や宿泊費の支出額並びに添付する領収書等

５ その他の確認・留意事項

（平成22年度政務調査費不正支出問題調査特別委員会及びその後の改正における確認事項）

（１）調査旅費について

・視察報告書の様式を改善し、市民へ説明責任が果たせるような報告書を作成する。

・報告者氏名は自署し、複数で行った場合でも各自で作成する。（報告書の鑑は1枚にまと

めて提出）

・行政視察は事務局を通じて相手方に依頼する。

（２）備品費について

・備品台帳の整備は要綱等に規定し、備品の管理を徹底する。

・備品台帳は、上半期、下半期の2回、事務局でチェックする。

・リース契約のあり方については現状どおりとする。

（３）雑誌、図書について

・自宅の新聞購読料は支出できない。

・領収書には書籍名を記載し、書籍表紙のコピーを添付する。

・図書台帳は整備せず、３万円以上の図書は備品台帳に記載する。

（４）燃料費について

・ガソリン代は支出できない。

項 目 内 容 支 出 額 添付する領収書等

運賃等 航空運賃、ＪＲ等の乗車料金

市旅費支給条例を上限とし、最

も経済的な運賃（パック商品

等）の利用

旅行会社等が発行する

パック商品または航空

運賃の領収書

宿泊費 宿泊費 市旅費支給条例に定める額
算出根拠が判る書類

⇒旅行依頼書

日 当 日 当 市旅費支給条例に定める額
算出根拠が判る書類等

⇒旅行依頼書



（５）証拠書類の不備について

・領収書に不備のあるものは支出できない。

・チェック体制を確立し、規程等を遵守する

（６）市長及び議長の調査権について

・議会事務局において調査権限を発揮できるよう、条例に明文化する。

（７）議会事務局職員による事務執行について

・補助執行規程に明文化する

（８）手引きの考え方と改善について

・マニュアルは条例、規則、要綱等によって規定する。

・改選後の政務活動費支給前に、議員全員への説明会を行う。

（９）議員の意識改革の必要性

・会派内において、政務活動費の目的を十分に認識し、チェックを行う。

・政務活動費に関する判例等、事務局において情報収集に努め、適宜、情報提供を行うとと

もに、必要に応じて説明会を開催する。

・出納責任者の任期は設けない。

（１０）政務活動費の支出限度額の必要性

・必要に応じて、会派内において内規等を定め、市民への説明ができるようにする。

（１１）全庁的な内部統制システム化によるチェック体制構築の必要性

・まずは今回の対策内容を遵守し、二重のチェック体制については今後協議する。

・全庁的な内部統制システム構築の必要性は認めるが、今後十分な検討を行う必要がある。

（１２）その他

・家庭用固定電話及び携帯電話の通話料は支出できない。

・携帯電話購入費は支出できない。

・議会報は会派名を必ず記載し、会派として責任を持って発行する。

・政務活動費は減額せず、現行どおりとする。

・会派異動に伴い政務活動費支給に空白期間が生じる問題は、従来どおりとし日割はしない。

・現金を手元に保管せず、確実に通帳から出し入れする。

・支出行為後のキャンセルは、市の財務規則と同様に戻入行為を行う。

・平成22年度分からの収支報告書と会派別一覧表をホームページに掲載するものとし、掲

載期間は５年間とする。



行政視察の依頼について

行政視察を行う場合は、議会事務局を通じて相手方の市議会等へ依頼をします。ただ

し、民間等への視察については、この限りでありません。

視察日の３週間前までに、視察計画書（別紙）を議事調査課へ提出してください。

★行政視察の流れ

※視察に関する各種手配（航空券、宿泊等）や行程表の作成等は、議会事務局では行い

ませんので、旅行取扱業者へ依頼してください。

会 派 議 会 事 務 局

①視察計画書（別紙）を議事調査課へ

提出（３週間前まで）

④旅行取扱業者へ行程表、航空券、

宿泊等の依頼

⑥パック料金又は航空運賃見積書、

行程表等の写しを添え、総務課へ旅

費算定依頼

⑧支出伝票作成、通帳から旅費の出金

⑨行政視察の実施

⑪実績報告書の作成

②相手先自治体への視察依頼（議事

調査課）

③視察の可否について会派へ連絡（議事

調査課）

⑤視察相手先に議長名の依頼文書を送

付、相手先への依頼文書の写しを会派

へ提供（議事調査課）

⑦旅費を算定し、旅行依頼書を会派へ提

供（総務課）

⑩お礼状の送付（議事調査課）

手配を依頼する予定の旅行取扱業者

名を記載して提出



行 政 視 察 計 画 書

令和 年 月 日

会派名

代表者

１．視 察 日 時 令和 年 月 日（ ）～令和 年 月 日（ ）

２．視察希望先 ・

・

・

３．視 察 内 容 ・

・

４．参加予定者

５．依 頼 業 者 業者名 担当者名 電話番号

議会事務局 令和 年 月 日

局長 次長 課長
総
務
課

課長補佐 主幹・係長 係員

（供覧）

本書のとおり提出されましたので、供覧します。



６ 議会事務局の対応（「平成１５年３月作成の手引き」より）

（１）事務局の主たる業務は、議長を経由あるいは議長あてに提出される様式等の数値の正誤、記

載不備等を点検確認する業務とする（旅費の算定、視察依頼は除く）。

（２）会派から支出内容について検討要請があり、条例等や判例に抵触する恐れがあると判断した

場合は助言するが、最終的な判断や決定は会派（代表者）が行う。

（３）会派から提出された収支報告書、収入・支出伝票、実績報告書並びに領収書等を提出期限の

日から起算して５年間を経過する日まで適正に保存しなければならない（平成２１年４月１日

一部変更）。

（４）議長に提出された収支報告書等は、事務局が保存する公文書で情報公開対象の文書であり、

公開請求の事務については事務局で対応する（平成２１年４月１日一部変更）。

ただし、支出内容等の詳細説明に至った場合には、会派において説明責任が生じることがあ

る。

《資料集》

地方自治法（関係条文抜粋）

第六章 議会

第二節 権限

〔調査・出頭証言及び記録の提出請求並びに政務活動費等〕

第１００条

（第１項から第１３項は省略）

１４ 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動

に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交

付することができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並び

に当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。

１５ 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活

動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。

１６ 議長は第１４項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。


